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農村女性起業の動向と課題

～山口県の分析事例を中心として～

久保雄生＊・櫻井清一＊＊・高橋一興＊
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１．はじめに

農山漁村地域における女性起業活動は、女性の地域における社会的立場の向上とともに、雇用

の創出等による地域社会や地域農業等の活性化に対する貢献が指摘されてきた。6 次産業化総合

調査結果（農林水産省（2013 年）[12]）によると、6次産業化市場は 1 兆 8,000 億円を突破し、年

間総販売額は農産加工が 8,407 億円（前年比：2.1％増）、農産物直売所が 9,026 億円（同比：6.8％

増）となっている（表 1）。

また、総従事者数も双方合わせて

46.8万人（同比：3.8％増）を創出し

ており、女性起業家の多くが携わる

農産加工及び農産物直売活動は、地

域経済に対して大きく貢献している

ことが分かる。

農村女性による起業活動実態調査結果の概要（2012年）[11]によると、起業数は初めて減少に転

じている（図 1）。しかし、活動内容は食品加工の他に多様化する傾向にあり、今後の事業展開に

対する意向も前向きな捉え方が大勢を占める。また、件数は限られるが法人化を選択する経営体

は全体のおよそ 9％（840 件）にまで増加している。さらに、グループ経営体では、構成員の高齢

化や起業及び活動規模の格差拡大などに深化がみられるほか、起業母体の中心だった生活改善実

行グループ等の衰退やそれらに対する支援事業の削減等と女性起業活動の停滞との関係も指摘さ

れている注 1）。

農村女性による起業活動の特徴及び傾向を整理すると、①事業の多様化がもたらす取組の質的

＊
山口県農林総合技術センター・

＊＊
千葉大学大学院園芸学研究科

表 1 6 次産業化市場の規模と動向

区分（農業のみ） 平成23年度 平成24年度 平成25年度

年間販売総額（億円） 16,368 17,451 18,253

　うち　農産物加工 7,801 8,237 8,407

　うち　農産物直売所 7,927 8,448 9,026

総従事者数（万人） 43.0 45.1 46.8

　うち　農産物加工 15.6 16.1 17.8

　うち　農産物直売所 20.0 21.5 21.3

資料）農林水産統計「6次産業化総合調査（平成25年度）」から作成。
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図 1 農村女性による起業数の動向
資料）平成 25年度農村女性による起業活動実態調査結果（農林水産省）。

な広がりに対応するために多様

な人材育成が急務となる、②法人

化志向の経営体が増えるなか、よ

り企業的な経営の実践に向けて

解決すべき課題を複合的に捉え

優先度の高い課題を抽出して対

処する仕組みが必要となる、③構

成員の高齢化に対処するため現

構成員を取巻く労務環境上の課

題把握と改善が組織運営上求め

られる、という 3 点が抽出できる。

これまで、農山漁村の女性起業

組織に関する研究には、起業活動の進め方や組織運営、事業継続性の特徴等を経営者の世代や性

別、活動母体毎に捉えた分析注 2）があるほか、起業活動が地域社会にもたらす様々な効果の測定

を試みた研究[5]などの蓄積が多数みられる。

一方、労働の質に注目した分析は少なく、室屋[14]が農山漁村地域の女性起業組織を対象とした

分析から、構成員を動機付けるためには明確な理念や目標を持つ必要があること、賃金・労働水

準の実現が構成員の意欲的な参画と経営発展に結びつくこと、等を指摘したにとどまる。

しかし、女性起業組織における法人志向事例が増えつつあるという現状の動向を鑑みると、組

織の労働の質に注目した分析は事業継続性を高めるための組織運営及び起業活動の進め方を考え

るうえでの有用性が高いと判断できる注 3）。

そこで、本稿は、山口県下で農産加工等に取り組む女性起業組織を対象とした分析から、女性

起業組織にみられる運営管理・業務実態とその中でみられる人的資源管理上の課題を整理し、対

処策の検討を進める。

２．調査の内容と分析方法

１）調査の目的と内容

本稿の目的は、女性起業組織における人的資源管理に注目し、経営形態の違いによってみられ

る課題の相違点と各組織に共通してみられる課題を定量的に捉えるとともに、当該課題を持つ組

織による運営・業務実態上の特徴から、運営管理上の対処策を検討することである。

このため、本稿では、女性起業組織の構成員に対してＤＰ方式モラール・サーベイ（以下,ＤＰ

調査注 4））を行い、労務管理及び職務遂行上の課題を各構成員が所属する組織の経営形態（法人と

その他団体）毎に解明し、これら課題と改善に向けて必要となる運営体制を検討した。

ＤＰ調査は 2013 年 7～8 月にかけて行い、山口県内の女性起業組織（8 法人、7 団体）注 5）の構

成員（128 人）に対する集団読み上げ方式を採用した。
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２）分析方法

ＤＰ調査は、組織に所属する構成員が労務環境として掲げる 4分野（理念、職務、待遇、対人）

に対する願望（Desire：重要度と表す）を所属組織内でどの程度実現（Provision：実現度と表す）

されているかをたずね（表 2）、各回答者が選んだ選択肢の番号をそのまま得点（重要度：4 段階

評価、実現度：3 段階評価注 6））として計上し、構成員の労務環境に対する不満や問題意識を定量

的に捉える手法である。一般的な企業や行政組織、生協組織のほか、研究部門や営業部門など業

種や職種を問わず活用できるとされているが、特に、動機付け衛生理論注 7）を構成する上記 4 分

野のバランスを捉えることで、分析対象となる組織が優先的に改善すべき課題を抽出できる手法

として確立されている。

なお、西濱・北野[9]は、「理念」と「職務」が動機付け要因であり「待遇」が衛生要因、「対人」

は動機付け要因（構成員間の横の関係）と衛生要因（代表と構成員との上下関係）が混在する混

合要因であることを指摘している。つまり、動機付け要因である「理念」と「職務」の改善がモ

ラールの向上に直接働きかける注 8）ことから、本稿では「理念」と「職務」を分析対象として捉

えることにした。

表 2 ＤＰ調査を構成する 4分野と設問項目の内容

項目 調査項目 設問 選択肢

あなたは,あなたの組織の理念や設立目的を知っていますか
（実現度：Ｐの設問）

①よく知らない　　②少し知っている　　　③よく知っている

このことは,あなたにとって
（重要度：Ｄの設問）

①意味がない　　　②あまり重要ではない
③少し重要　　　　④たいへん重要

役員の伝達 あなたは,あなたの組織の3～5年先の目標を知っていますか ①よく知らない　　②少し知っている　　　③よく知っている

目標一致度
あなたの組織の目指していることが,あなたの関心や目標と
一致していますか

①一致していない　②少し一致している　　③よく
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・一致している

将来性
あなたの組織の将来について,自分自身のことのように考え
られますか

①考えられない　　②少し考えられる　　　③よく考える

勤務の誇り
あなたは,この組織で働いていることに誇りを持っています
か

①持っていない　　②少し持っている　　　③持っている

社会的責任
あなたは,この組織の取組が社会に役立っていると思います
か

①思わない　　　　②少し思う　　　　　　③よく思う

他社との競争
あなたの組織の取組・活動は,他の組織との競争が激しいと
思いますか

①思わない　　　　②少し思う　　　　　　③よく思う

仕事の達成感
あなたは今の仕事で,我ながらよくやったと思うことがあり
ますか

①ほとんどない　　②時々ある　　　　　　③たいへん
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・よくある

仕事への挑戦心
あなたは今の仕事で,よーしやってやろうと思うことがあり
ますか

①ほとんどない　　②時々ある　　　　　　③たいへん
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・よくある

仕事の自信
あなたは,今の仕事は他の人ではだめで自分でなければと思
いますか

①思わない　　　　②少し思う　　　　　　③たいへん思う

仕事での成長感
あなたは今の仕事で,自分が少し成長したと思うことがあり
ますか

①ほとんどない　　②時々ある　　　　　　③たいへん
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・よくある

仕事での能力発
揮

あなたは,今の仕事は自分の能力が発揮できると思いますか ①思わない　　　　②少し思う　　　　　　③たいへん思う

仕事の創造性
あなたは,今の仕事は自分のアイディアや工夫を活かせる仕
事だと思い舞うか

①思わない　　　　②少し思う　　　　　　③たいへん思う

仕事の責任
あなたは今の仕事で,任せらせて嬉しいと思うことがありま
すか

①ほとんどない　　②時々ある　　　　　　③たいへん
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・よくある

仕事の自由裁量
あなたは,今の仕事は自分の考えで自由にできる仕事だと思
いますか

①思わない　　　　②少し思う　　　　　　③たいへん思う

仕事の適性感
あなたは,今の仕事が自分によくあっている仕事だと思いま
すか

①思わない　　　　②少し思う　　　　　　③たいへん思う

仕事の能力の承
認

あなたは,あなたの今の仕事に対する能力が認められている
と思いますか

①思わない　　　　②少し思う　　　　　　③たいへん思う

注1）重要度：Dの設問及び選択肢は,すべて同じ内容であるため,2問目以降は本表から省略し,実現度（Pの設問）のみを表示した。

　2）調査では,「理念」等の4項目でそれぞれ設問（全30設問）を準備した。本表は調査票の紹介として,動機付け要因の「理念」と

　　「職務」を参考に記載した。

　3）選択肢は,村杉[8]及び西濱・北野[9]による検討結果を参考に作成した。選択肢の番号がそのまま得点となる。

資料）西濱・北野[9]が作成・公表した資料をもとに筆者作成。

理念

理念の認知

職務
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図 2 ＤＰ調査結果の捉え方
資料）久保・櫻井[4]をもとに筆者作成。

３）回答者の属性

対象者の平均年齢が 65.0 歳、60 歳代以上の者の割合が 62.0％（106 人）、在籍年数 10 年以上

のベテラン層が 39.8％（49 人）を占めた。また、今後の勤務可能年数をたずねた結果、「5 年未

満：77.9％（95 人）」で最も多く、後継者確保と技術継承の推進が共通課題といえる。15 組織の

うち 13 組織は農村部での食品加工や食堂経営に携わっており、残り 2 組織は漁家を中心とした構

成員によりレストラン事業を展開している。

３．ＤＰ調査にもとづく分析結果

１）ＤＰ調査結果による改善方法の捉え方

定量的に把握される各分野の実現度と重要度の関係及び改善方向の捉え方を整理すると、図 2

のように整理できる注 9）。「理念」と「職務」、「対人の一部（横の関係）」は、動機付け要因である

ため、構成員による関心（重要度）

が低く組織としての実現度も低い

第 3 象限を避けるような組織運営

を要する。

一方、衛生要因である「待遇」

と「対人の一部（上下の関係）」は、

構成員の関心（重要度）が高いに

も関わらず組織としての実現度が

低い第 2 象限を避けつつ、実現度

が増すことで構成員の関心や問題

意識が和らぐことを表す第 4 象限

に近付ける組織運営を目指すこと

になる。

２）ＤＰ調査からうかがえる分析対象組織の課題と対処方策

既述したとおり、本稿ではモラール向上効果が指摘されている「理念」と「職務」について分

析を進める。

まず、「理念」に対する評価結果からは、各項目の実現度の大小に一定の傾向はなく重要度は全

ての項目で法人の方が高かった。特に、構成員と組織との活動目的の整合性を示す『目標一致度』

や組織に対する帰属意識を示す『勤務の誇り』、そして『将来性』の 3項目の重要度は、法人の方

がその他団体よりも有意に高かった（図 3）。このことから、法人では構成員による帰属意識が相

対的に強く、一体的な組織活動が実践されることがうかがえる。

一方、双方の組織とも『役員の伝達』の重要度及び実現度が低かった。表 2 でも示したように、

実現度

重
要
度 特に目標と

なる象限

第1象限

第3象

避けるべ

き象限

特に目標と

なる象限

第4象限

第2象限

避けるべ

き象限

実現度

重
要
度

動機付け要因 衛生要因

第1象限に留まると,仕

事が楽しいと感じて自

ら仕事に取組むなど起

業活動に良い効果が期

待できる

第2象限に留まると,仕

事が楽しくないという

感情が生まれ,起業活動

の継続性に支障がでる

恐れがある。
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『役員の伝達』は所属組織における中期経営目標の認知状況を問うたものだが、代表者を直接的

に支えながら経営目標等を実際の生産活動に反映させることを役員の業務のひとつとして捉える

と、その職に携わる構成員が果たすべき業務が充分には取り組まれていないと評価でき、当該構

成員の育成が女性起業組織共通の課題として捉えることができる。特に、『役員の伝達』が第 3 象

限にとどまったその他団体では、経営理念等の浸透が不充分で計画的な生産行動が生じ難い組織

構造と捉えることができるため、早急な対処が求められる。

次に、「職務」に対する各構成員の評価結果をみると、各項目の実現度には組織形態間差はみら

れず重要度は全項目で法人の方が高かった（図 4）。それぞれの項目をみると、『仕事への挑戦心』

や『仕事の達成感』、『仕事の成長感』及び『仕事の適性感（図中：適性感）』の 4項目は双方とも

第 1・4 象限に含まれていた。

つまり、従事する業務が習熟を通して楽しみや達成感を感じられる内容になっており、「職務」

モラールの向上に寄与している。

しかし、『仕事の責任（図中：責任）』や『仕事の創造性（図中：創造性）』、『仕事の自信（図中：

自信）』、『仕事の自由裁量（図中：自由裁量）』及び『仕事での能力発揮（図中：能力発揮）』の 5

項目は組織間差に関係なく第 3 象限に位置し、業務の内容や運営方法の改善が求められる。これ

ら項目が当該象限にとどまった要因には、女性起業組織における業務内容や行動範囲が限定的で

単調化する傾向が強いことが挙げられる。

例えば、分析対象組織の多くが加工業のみに従事するため配置転換等による多様な経験の機会

を提供し難いこと、また、殆どの業務が誰にでもできる内容であるため能力の発揮や自信を得難

いこと等が挙げられる。

図 3 「理念」に対する評価結果         図 4 「職務」に対する評価結果
資料）ＤＰ調査結果をもとに筆者作成。                 資料）ＤＰ調査結果をもとに筆者作成。

注）灰色の領域は目指す領域を示す。また、図中のプロットは     注）灰色の領域は目指す領域を示す。

   双方のグループの平均値を示す（図 4も同じ）。
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能力の承認

仕事の達成感
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責任
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目標一致度 **
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重要度 実現度

仕事の成長感 *
能力発揮 *
創造性 *
自由裁量 *
仕事の適性感 *
能力の承認 *
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このように、業務内容の単純化・画一化等の影響で自由な発想や自らの経験等を活かし難く仕

事を通じた自信を得難いと感じる構成員が少なからず存在することは、女性起業組織における事

業の展開方法、各構成員の業務への関わらせ方等を再検討する必要性を示唆している。

ここまで、動機付け要因である「理念」と「職務」から捉えた女性起業組織の特徴と課題を整

理したが、必要な対処方策を加えると、以下のように整理できる（表 3）。

表 3 法人及びその他団体における「理念」・「職務」上の課題と対処方策

４．まとめ

本稿では、ＤＰ調査を用いながら女性起業組織が抱える人的資源管理上の課題を明らかにする

ことを試みた。

「理念」についてみると、法人では業務に対する関心や帰属意識が強いほか、経営理念や目標

の明確化と共有化が一定程度進んでいるが、その他団体では目標の明確化が充分でないために具

体的な生産行動が展開され難い可能性があることを示した。

特に、本稿では「理念」を捉える際の課題として、組織運営を担う中核的人材の育成を挙げた

が、後継者の確保・育成を含め、順調な取組が進む組織は極めて少ない。所属組織の業務に従事

できる年数が「5 年未満」と回答した者は、法人への在籍年数 5 年未満の者の 66.7％、同 5～10

年未満の者の 88.2％を占め、60代を中心に新たな人材を確保しても継続性が担保されず、組織と

しての世代交代は困難な状況を打開できていない。

構成員の多くが経営の中核には関わろうとせず、一般業務に従事しようとする傾向を蒲澤[2]は

「ジレンマ」と呼んだが、この「ジレンマ」解消に向けてはビジョン創出による構成員の結束と

ビジョンの具体化を図るための経営方針・方向性の提示が不可欠であり、これらを検討・合意す

るコミュニケーションの場が必要となる。

「職務」における分析からは、組織形態の相違に関わらず、各構成員の業務に対する姿勢・意

識は高く、業務を通じた達成感及び成長感は得られているものの、目標達成に向けて個人の能力

やアイディア等を活かす仕組みや、責任のある業務に従事させる体制は出来ていないとの評価が

できた。この点は、女性起業組織共通の課題で体系立てた改善が求められる。

このため、業務に対するマンネリ改善に向けた配置転換、職務の充実（作業だけでなく管理・

分野 法人 その他団体 対処方策

理念

・経営理念や目標を意識した一
体的な取組み及び活動がある程
度実現出来ている。

・経営目標の実現に向けた具体
的な行動が展開出来ていない可
能性がある。

・経営目標の共有化においては、経営の
中核を担う役員等の機能強化、マネジメ
ント力の向上等。

職務

・業務に対するマンネリ感の改善に向け
た職務配転、職務の充実（単純作業から
管理・企画業務等への参画誘導）や責任
を明確にする仕組みの導入等。

・業務に対する姿勢は前向きで、活動を介した充実感も得られて
いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
目標達成に向けて個人の能力や工夫を活かす仕組みや、責任のあ
る業務に従事できる体制には到達していない。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（女性起業組織の共通的課題で、体系立てた改善が必要）

資料）ＤＰ調査結果をもとに筆者作成。
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企画業務に携わる機会の提供）等に配慮した運営体制への転換を期待したい。ただし、当該体制

への転換に向けては、上記「理念」でも示したように組織運営の中核を担う役員等人材による管

理・統率力の形成に向けた段階的な能力養成機会の醸成も必要となろう。

最後に、女性起業組織による事業展開の方向性を述べる。澤野[6]の研究成果からは、当該組織

が捉える問題意識の範囲が拡大し組織としての成熟度が上昇することで、自己実現を図る組織か

ら社会的企業へと転換する可能性が指摘されている（図 5）。これは、農村地域における様々な問

題を突き詰めていくと、女性起業組織の福祉分野への事業展開・拡大が地域における更なる就業

機会の確保と活性化に貢献するとの意図がうかがえる。この点は、本稿に係る調査からも、法人

化による起業活動の深化が地域にインパクトを与え得ることが示されている（図 6、破線部分）。

しかし、「給与体系等の労務環境の改善」や「起業活動の活発化」など、組織内部への効果（図

6、実線部分）については、地域に与える影響と比べて相対的に低く評価されており、本稿で指摘

してきた労務環境や職務内容の充実には到達したとは言い難いことから、山口県内の女性起業組

織に限定すれば、当面の間、福祉分野等への事業展開ではなく既存事業の充実が求められよう。

地域内外に点在する集落営農法人やその他担い手との関係強化、起業活動内容の質的変化等に

対する性別役割の問題等々に対処しながら、女性起業組織には引き続き経済事業の深化による地

域及び農業問題への貢献が期待される。

図 5 営利的企業から社会的企業へのプロセス

資料）澤野（2012）「社会的企業をめざす農村女性たち」筑波書房をもとに作成。
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図 6 法人化に対する評価（法人側）と期待（その他団体）の乖離
資料）2013年女性起業組織調査結果より筆者作成。

注）図中の楕円部分（実線）は、その他団体による法人化への期待値と比べて、法人化に対する評価値（法人側）が低い

ことを示す。なお、破線の楕円部分に囲まれた領域は、その逆を示す。
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注

注 1）組織経営体数の減少要因を捉えた研究には、原[13]が生活改善実行グループ等の起業母体の

衰退を挙げ、久保[3]も市町村合併等に伴う市町女性部等の統廃合を一因に挙げている。さら

に、諸藤[15]は零細経営体の脆弱化や継承問題を指摘している。

注 2）渋谷[7]は事業継続性の点から壮年層の起業促進に係る分析を行い、経済規模が大きく農村女

性の地位向上に寄与する事業では壮年層が中心的役割を担う傾向にあることを示した。また、

飯岡・千賀[1]は女性起業の経営に対する意識や目的等が経営者の年代で異なる点を明らかに

している。

注 3）これらに注目した近年の研究には、西濱・北野[9][10]がある。集落営農法人の就業者を対象

としたモラール手法の検討のほか、多角化による経営発展を目指す上で「職務」モラール向

上が必要であることを指摘している。
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注 4）ＤＰ調査はハーズバーグの動機付け衛生理論に依拠しており、村杉[8]が開発した調査手法で

ある。

注 5）本稿では、8 法人の表記を「法人」、7 団体の表記を「その他団体」とする。

注 6）村杉は、重要度及び実現度の中間点をそれぞれ 3 点、2 点としている。

注 7）仕事の満足感を引き起こす要因と不満を引き起こす要因は異なるという捉え方。不満要因

（衛生要因）をいくら取り除いても満足感を引き出すことには繋がらず、不満足感を減少さ

せる効果しかないため、仕事の満足感を引き出すためには「動機付け要因」にアプローチし

なければならないという考え方。

   なお、動機付け要因とは、これが満たされると積極的な動機付けが行われ、更なる満足感

を求めて仕事に対するヤル気が増すというもの。徐々に大きな仕事を任せたり、仕事の目標

を達成したり自身の成長を認識できたり、といったものが該当する。一方、衛生要因は、必

要水準に達しなければ不満が高まり、業務に嫌気を感じる等の支障が生じるとされる。ただ

し、不満が解消されてしまえば、それ以上に処遇や労働環境を向上させても、満足感の向上

につながるわけではないという捉え方がなされている。

注 8）上記の注 7）でも指摘したとおり、動機付け要因は仕事の満足感を引き起こす要因であり、

仕事に対する積極的な参加を促すためには、動機付け要因に対するアプローチが必要とされ

る。ＤＰ調査で区分される 4 分野のうち、動機付け要因に該当するのは「理念」と「職務」

であることが指摘されているため、「理念」と「職務」の改善が構成員の仕事に対するヤル気、

士気、団結性等（モラール）の向上に寄与すると捉えることができる。

注 9）久保・櫻井[4]を参照した。参考として動機付け要因を解説すると、組織としての回答結果が

第 1、2、4 象限にあることが望ましい（図 2左側）。重要度と実現度がともに低い第 3 象限は

回避すべき領域、構成員が重視する事項を所属組織が適切に対応していることを示す第 1 象

限は特に目指す領域となる。
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